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1．はじめに
　今日、管理会計論の領域においては、意思決定との関連における研究が進められつつある。津曲直
躬教授によれば、近年では、「意思決定にたいする情報提供」という新しい役割期待が、管理会計に
提起されるにいたっているという1）。そのことの理由は、管理会計論が従来依拠してきた枠組みであ
る伝統的管理論にたいする近代組織論の批判に呼応して、管理会計論が、意思決定を関心の中心に置
く近代組織論にみずからの枠組みを求めるようになったことにある。
　意思決定を議論の中心に置いた場合、管理会計の任務は、津曲直躬教授も述べているように、意思
決定にたいして情報を提供することにある。その場合、われわれは、企業目標と意思決定との結びつ
きに注目しなければならない。意思決定は企業目標に多様に規定されているからである。ハイネソに
よれば、代替案は目標にとって重要なものが探求され、その結果の判断と最適行動の決定のために
は、目標が量的、質的に決定されていなければならない。さらに、目標達成の統制は、新しい意思決
定過程にたいする刺激を提供するのである2）。
　したがって、われわれは、管理会計の想定すべき企業目標を明らかにしなければならない。企業目
標に規定された意思決定に貢献する管理会計は、現実的な企業目標を議論の基底に据えなければなら
ないのである。本稿では、現代西ドイツの代表的経営経済学者であり、意思決定指向的経営経済学を
主張しているハイネソの論述にしたがって、企業目標が明らかにされる。
　では、意思決定にたいして管理会計はどのようなかたちで情報提供をなしうるのであろうか。本稿
では、それに関する一つの見解をハイネソに求め、ハイネンが彼の言う目標数値計算（die　Kennza－
hlenrechnung，会計の部分領域であり、管理会計領域の計算をさすものと考えてよいであろう）をど
のように構想しているかをみていくことにする。
　企業目標と目標数値計算の内容がハイネソの論述にしたがって示されることにより、企業目標と管
理会計の間の関係についての検討が可能となる。本稿は、企業目標と管理会計の結びつきを明らかに
することによって、管理会計論の展開を一面で限定し、他面でその意義を再認識することを課題とす
る。
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注1）津曲直躬稿「意思決定と管理会計情報」、会計、第110巻第4号（昭和51年10月）、13頁。
　2）　Heinen，　E．，　Grundlagen　betriebswirtschaftlicher　Entscheidungen，　Das　Zielsystem　der　Unte－
　　rnehmung（Wiesbaden，　Betriebswirtschaftlicher　Verlag　Dr．　Th．　Gabler，　Dritte，　durchgesehene
　　Auf1．，1976），以下〔Grundlagen〕と略す、　s．23．
2．満足利益の追求
　本節においては、ハイネソにしたがって、議論の起点が利益最大化目標に置かれ、それを限定して
いくなかで企業目標が明らかにされる。
　ハイネソによれば、伝統的企業理論は三つの点で現実を正しく判断していない目標関数すなわち利
益最大化目標に基づいているという。「現実の企業は、通例、貨幣的目標設定のみを追求するわけでは
ない。それは、静的状況の下で完全な情報を持って動いているのではなく、たいていの場合何らの意
思決定単位も意味していない1）」というのである。換言するならば、伝統的企業理論においては不確
実性現象の捨象、種々の目標の無視、企業が組織であることの認識の欠除が存在しているのである。
　最初に不確実性現象を取り上げてみよう2｝。
　不確実性理論においては、意思決定主体が所有する情報度にしたがって、あるいは予想の確実性な
いし確率にしたがって、確実性の下での意思決定、リスクの下での意思決定、不確実性の下での意思
決定に区分される。リスクの下での意思決定においては、将来の環境状況の生起にたいして一定の確
率観念が存在すると仮定される。それにたいして、不確実性の下での意思決定においては、そうした
確率観念は存在しない。
　それでは、リスク現象、不確実性現象は利益最大化目標にどのような影響を与えるのであろうか。
ハイネソは、リスク現象の影響について、結論的に次のように述べている。「リスク現象においては、
営利経済原理は追加的な決定因子を得る。なるほど企業家の努力は利益に向けられているだろう。し
かしながら、リスク状況においては、個々の企業家のリスク性向が考慮されることなしには、追求さ
れる利益に関して、何らの明白な言明も行うことができない3）」と。同様に、不確実性現象の影響に
ついては、「ここでもまた、企業家が不確実性の下で営利経済原理にしたがって行動しようとしてい
るということが妥当している。利益が不確実性の場合に意思決定を形成する何らの力ももはや有して
いないという確定は、利益が企業意思決定の背後の動機として存在していないということを、意味し
てはいない。『それどころか、この言明と、企業家が最大可能利益を追求するということとは、まっ
たく一致しうる。しかしながら、この追求が有効となる可能性が欠けている』4）」と述べている。
　このように、リスク現象、不確実性現象が存在するために、利益最大化目標は追加的な因子が考慮
されなければ言明能力がなく、またその追求は現実には不可能なのである。そしてそこにおいては安
全性の追求が重要な役割を演じることになる。それは、とりわけ、企業潜在力の確保と流動性の確保
とに操作的表現がなされる。
　次に、利益以外に種々の目標が存在しているという点についてみていこう5｝。
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　ハイネソによれぽ、企業の目標には、利益追求（及びその下位目標としての売上追求、経済性追
求）以外に、安全性追求、自律性追求と提携追求、名声追求（威信追求）、権力追求、道徳志向及び
社会性向などがある。そうした種々の目標を目標関数として統一的に把握するために、ハイネソは、
まず、非貨幣的目標を何らかのかたちで貨幣的目標に変換し、利益最大化モデルに包含することを試
みる。しかし、そうした変換は現実には困難な場合が少なくない。
　そこで、次に、利益最大化を効用最大化に置換することが試みられる。そうした置換は、まず第一
に、意思決定にリスクや不確実性が伴うということに、その根拠を求めることができる。リスク現象
や不確実性現象のために、意思決定を形造る力を利益が十分には持っていないからである。さらに、
企業家は一連の可能な目標を追求しうるのであり、その場合には利益ではなく効用を最大化するとい
うことも、その根拠である。なお、ここにおける効用は、企業の目標に関して企業家がその時々の行
動から得る満足の尺度である。この効用観念にとっては、何らの客観的な経済的スカラーも存在しな
い。したがって効用値は測定不可能である。
　効用最大化関数の問題点は、効用観念によって把握される内容が広いということから生じる。それ
によって種々の目標が包含されることになるが、そのことは、逆に、われわれが非常に高い抽象段階
でのみ思考することを意味する。したがって、効用関数の具体化がなされないかぎり、意思決定の基
準として役立ちえないのである。効用最大化関数のもう一つの短所は数量化可能性の欠除にある。数
量化可能性の欠除は、目標が種々の管理段階において操作性を持たないということを意味する。
　しかしながら、効用概念の使用には見逃すことのできない長所もある。それは、一般的効用関数が
純粋の利益最大化関数を特殊な場合として含んでいるということである。利益最大化は、その他の経
験的行動様式とのより大きな関係の中に、自らの地位を見いだすのである。われわれはその点に注目
しておくことにしよう。
　最後に、組織現象の影響について考えてみよう6）。
　経営経済は組織として把握され、考察の中心は意思決定過程に置かれる。すべての組織参加者は意
思決定者あるいは問題解決者であり、組織は多数の人間が相互に関係している行動のシステムであ
る。企業における意思決定は、個人あるいは集団の意思決定の相互作用の所産である。したがって、
企業には何らの統一的意思も体現されていず、その行動と目標には個々の組織参加者の行動様式と目
標が反映されている7）。
　では、このような組織現象は企業目標にたいしてどのような影響を及ぼすのであろうか。ハイネソ
は、目標形成過程が交渉過程であるとして、次のように述べている。　「多くの集団は、組織への間接
的あるいは直接的参加を通じて、それ自身の目標を実現しようとする。これらの集団が、最初から妥
協的であることはまれでしかない。したがって、目標形成過程はつねに『交渉過程』である。成員の
利害対立は調整されなけれぽならない。それゆえ、経営経済の目標システムはほとんどつねに妥協的
である8）」と。したがって、企業の目標は、参加者個人の目標観念と最も一致している交渉済みの妥
協を意味することになる。この交渉によって、個人あるいは集団の意思決定が全体の意思決定に変換
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され、参加者の共通的目標関数が入手されることになる。その際には、すべての参加者を満足させる
妥協的解決が追求されなけれぽならない。したがって、利益の最大化にしろ効用の最大化にしろ、最
大化という点において問題を含むことになる。
　次に問題となるのは、「満足な解決」がどのようにしてなされるかということについてである。ハ
イネソによれば、現実の企業において目標状況は、株主が高い配当、社会が低い価格、従業員が高い
賃金、経営者が企業の財産価値の維持と確保を追求するように形成されているという。そこにおいて
は、販売、生産、財務政策上の意思決定は、「やっているだけの」あるいは「妥当な」収益性、「十分
な」市場占有率、及び「満足な」流動性のような値を指向している。こうした目標が「満足な解決」
を性格づけている。そして、どのような水準が満足とみなされるかは、欲求水準に依存している。
　ここにおいて、われわれは、前に述べた効用最大化という目標の修正を必要とするに至った。上で
述ぺたように、最大化ではなく満足な水準が追求されるのである。ハイネソは結論的に次のように述
べている。「組織としての企業は『十分な』効用を追求する。この目標関数は、たとえば、『妥当な』
収益性、『十分な』市場占有率、『満足な』流動性の追求によって、より正確に性格づけることができ
る9）」と。
　以上において、満足効用の追求が企業目標として示された。しかしながら、そのことは、利益の獲
得が放棄されることを意味しているのではない。「利益動機は、相変わらず、企業行動の最も重要な
原動力を意味している10）」のは明白なのである。ハイネソによれぽ、企業目標は主として体制関連的
であり、したがって市場経済体制においては収支的利益は企業目標であるという。市場経済体制にお
いて私的に所有された営利経済的企業にとっては、営利経済性原理が妥当するのである1D。企業目標
を一般的に表現するならぽ満足効用の追求ということになるが、その中心的地位を占めるものは満足
利益の追求なのである。
　付言するならば、満足利益の追求は今日の管理会計論がすでに想定している企業目標でもある。ア
ソソニーとウェルシュは、満足利益の獲得が大部分の私企業の最も重要な目的であることを指摘し、
それが確保されるように管理会計が情報提供を行っていくことを示している12）。また津曲直躬教授は
次のように述ぺている。「管理会計技法は、計画設定・統制の経営管理過程における個別具体的な諸
目的への手段的適合を通じて、貨幣的利益または投下貨幣資本効率の満足化目標を達成せしめるとい
う課題を担うのである13）」と。
　では、満足効用の追求と管理会計はどのような関係にあるのだろうか。そのことの手がかりを得る
ために、次に、ハイネソのいう目標数値計算の内容をみていくことにしよう。
注1）Heinen，　E．，　Grudfragen　der　entscheidungsorientierten　Betriebswirtschaftslehre（MUnchen，
　　Wilhelm　Goldmann　Verlag，1976），以下〔Grundfagen〕と略す、　S．88．
　2）Vg1・ebd・，　S・37　ff・；Heinen，　E．，　EinfUhrung　in　die　Betriebswirtschaftslehre（Wiesbaden，
　　Betriebswirtschaftlicher　Verlag　Dr．　Th．　Gabler，　Ftinfte，　verbesserte　Auf1．，1974），以下〔EinfU－
　　hrung〕と略す、　S．38f。　und　S．114ff．，溝ロー雄監訳r経営経済学入門』（干倉書房、昭和48年）、36－
　　37頁、128－132頁。
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3）　〔Grundfragen〕，　S．42f．
4）　Ebd．，　S．47．
5）Vg1．〔Grundfragen〕，　S．23ff．　und　S・48ff・；〔Einfithrung〕，　Drittes　Kapite1，前掲訳書、第3章；
　〔Grundlagen〕，　S．59ff．
6）Vg1．〔Grundfragen〕，　S，64ff・；〔Einftihrung〕，　S・46f・，前掲訳書、44－47頁。
7）　〔Grundfragen〕，　S・80・
8）　〔Einfifhrung〕，　S．95・，前掲訳書、105頁・
g）　〔Grundfragen〕，　S．87．
10）　Ebd、，　S．35．
11）　〔EinfUhrung〕，　S．107　und　S．113．，前掲訳書、120頁、128頁。
12）Anthony，　R．　N．　and　G．A．　Welsch，　Fundamentals　of　Management　Acoounting（Homewood・
　Richard　D．　Irwin，　Inc．，1974），　pp．1－19．
13）　津曲直躬著r管理会計論一企業予算と直接原価計算一』（国元書房、昭和52年）、77頁。
3．目標数値計算（die　Kennzahlenrechnung）
　ハイネソの目標数値計算を明らかにするためには、経営経済における意思決定過程がどのように理
解されているかを議論の起点としなければならない。会計あるいは目標数値計算が意思決定過程と結
びつけて構想されているからである。
　ハイネソは、理論用語と慣用語の区別に関連して、経営経済における人間行動を、階位、局面、領
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　域という三つの観点から図1のように　　　　　　　　　　　図　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区分して示している1）。その中で中心
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的地位を占めるものが、階位という観
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　点から把握される意思決定である。経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営経済で活動する人間は意思決定主体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　として理解され、経営経済はそうした局面
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人間の組織として把握される。意思決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定が強調されるのは、「経営経済にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　けるあらゆる事象は、究極的に人間の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　意思決定あるいは決心の発露とみなす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ことができる2）」からである。　したが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　領　域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　って、「経営経済において活動する人
間の意思決定は、経営経済問題の科学的分析に適切な出発点を提供する3）」のである。
　ハイネソは、意思決定過程を意思形成と意思貫徹という二つの主要局面に分類する4）。そして前者
はさらに刺激局面、探求局面、最適化局面という三つの段階に区分される5）。意思決定過程において
は、その課題総体が、各局面において部分的に担当され、意思決定過程が遂行されていく。また、意
思決定過程の経過及び結果は目標システム、情報システム、社会システムに依存しており、それらは
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意思決定因子と呼ばれる6）。
　そうした意思決定因子と意思決定過程諸局面の関係及びシステムの相互依存関係は、図2のように
表現される7）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図　2
決走因子
局　　面
部分課題
目標システム 情報システム 社会システム
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問題の認織と明確ｻ 基準の確定，代替ﾄの探求，その結
?ﾌ表示と評価
最良の代替案の決
閨i決定行為）
笑現と実施の統ｧ
修正意思決定のための
ブイードバック情報
　ハイネンは意思決定過程にたいする影響要因に関連して次のように述べている。「目標システム、
情報システムおよび社会システムは、包括的上位システムである組織の相互依存的な下位システムで
ある。組織は、この観点からは情報が収集され処理される目標志向的社会システムである。経営経済
はこの意味において一つの組織である8）」と。
　情報は経営経済の意思決定過程に重大な影響を与える。目標の具体化のための情報の調達と処理と
が、意思決定過程の経過において遂行されるべきであるすべての活動の基礎となっている9）。換言す
るならば、意思決定過程の経過と成果は、情報の種類とその収集・処理の可能性に依存しているので
ある。企業組織の構成員は、自らに与えられた意思決定課題を遂行するために、情報を必要とするの
である。
　情報は意思決定の基礎である。個々の意思決定担当者が多数の情報を利用しうるには、その圧縮と
要約が不可欠である。会計の部分領域である目標数値計算は、多様な意思決定問題にたいする情報の
数量化に貢献する計算技術的手段であり、情報の圧縮と要約に役立つ。情報用具としての目標数値計
算は、実際のそして潜在的な経営事象と事実を圧縮された形態で数量的に把握し、個々の任務担当者
に伝達することを試みる10）。また、ハイネソは次のようにも表現している。「会計の課題は、経営経
済およびその環境の実際の経過とその考えうる経過を数量的に把握し、そこからえられる情報を経営
経済の個々の意思決定担当者に利用できるようにすることである11）」と。
　意思決定にたいして貢献を期待される目標数値計算は、意思決定の性質に照応して異なる役割態様
を示す。それゆえに、目標数値計算のより精密な考察のためには、意思決定を区分してそれに対応し
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た目標数値計算の意義を考えることが適当である。
　意思決定は、目標決定あるいは目標設定決定と手段決定あるいは目標達成決定とに区分できる。目
標決定によって、どのような目標が経営経済の活動を通じて達成されねばならないかが確定される。
手段決定は、そのようにして設定された目標がどのような方法で実現されるかを決定する12）。
　目標決定は将来追求される状態を決定するのであるが、その際に当該水準の決定に根本的影響を与
えるものが、企業の欲求水準である。ここで注意しなけれぽならないのは、追求対象としての企業目
標が、直接的であれ間接的であれ目標数値によって表現可能であると考えられていることである。そ
うでなければ欲求水準の確定など不可能であるからである。しかし、非貨幣的目標の貨幣的表現につ
いては、問題を残すことになる。
　欲求水準は、過去において達成されたものすなわち過去の目標達成度に関する情報、将来の外部環
境の展開に関する予想、及び他の比較可能な経営経済の成果に依存している。欲求水準を規定するこ
れら三つの因子にたいして、目標数値計算はどのような任務を果たさねぽならないのだろうか。ハイ
ネソによれば次のようになる。まず、過去の目標達成度に関する情報についてであるが、それは目標
数値の予定実績比較と期間比較によって得られる。それは差異分析がなされたのちに欲求水準の変化
をもたらしうる。同様に、外部環境の展開に関する情報たとえば経済全体のあるいは部門特有の傾
向、供給業者や顧客の状況などに関する目標数値情報も、企図される目標達成度の決定に役立つ。最
後に、他の経営経済の成果についてであるが、これは経営間比較によって得られ、さらには他企業の
期間比較から自らの危険な展開を避ける手がかりが得られる13）。
　目標決定によって決定された目標値は、手段決定過程における基本方針を形成し、それにしたがっ
て代替案の選択がなされる。手段決定過程における目標数値計算の機能は、意思決定過程を個々の部
分過程に分解することによって明らかになる。そこで次に、図2で示されるような四つの局面すなわ
ち刺激局面、探求局面、最適化局面、意思貫徹局面という各局面における目標数値計算の機能につい
て、ハイネソがどのように考えているかをみていくことにしよう14）。
　刺激局面における課題は、未解決問題を認識しそれを明確に示すことである。そのためには、刺激
情報あるいは原初情報（Initialinformation）カミ得られ、しかも意思決定問題の解決に着手できるよ
うに精確に示されるべきである。目標数値計算は、予定実績比較を行い差異の分析をすることによっ
て原初情報を獲得し、未解決問題に適合した意思決定を誘発する。もっとも、こうした貢献は、規則
的に繰り返される意思決定過程に妥当するのであって、そうではない意思決定過程においては、問題
が独立的に発見されねぽならない。
　探求局面においては、まず第一に、代替案を選択するための特定の基準が示されねばならない。代
替案は基準に照応したものが探求され、表示され、評価されるからである。ではその基準は何によっ
て示されるか。それが目標数値なのである。さらに、ハイネソによると、空間的、時間的、財務的あ
るいは個人的性質の経営内外の副次的条件や制限も、目標数値によって表現可能であり、とりわけ重
要なのは代替案が目標数値によって描出できることであるという。目標数値計算は基準の確定と代替
一33一
案の結果の描出とに利用を見いだしうる。それによって個々の代替案がどの程度目標を達成できるか
が明らかになる。最後に、最適化局面においては、代替案の順位づけがなされ、目標遂行に最も貢献
する代替案が選択される。
　ところで、ハイネソは、図2のような刺激、探求、最適化、意思貫徹という分類以外に、企業の意
思決定過程を分類して、目標数値計算の機能を論じている。それは計画設定、実現、統制という局面
分類である15）。この分類は図からも理解できるところである。それでは、二つの分類はいかなる関係
をもって理解されるべきであろうか。ハイネソはこの点について明確には示していない。しかし断片
的に次のように述べている。　「刺激局面、探求局面、最適化局面は意思形成に役立ち、実現局面、統
制局面は意思の貫徹に役立つ（傍点一森）16）」と。さらに、「意思貫徹局面において実現される解決代
替案の選択が、計画設定過程の締めくくりを形成する（傍点一森）17）」と。付言するならば、代替案
の選択は、意思形成過程の最適化局面における部分課題である。したがって、計画設定には刺激、探
求、最適化の各局面が包含され、意思形成過程が遂行されていると考えられる。また、意思貫徹過程
は実現局面と統制局面とを包含していると思われる。
　ハイネソは、計画設定局面における目標数値の任務を計画設定機能として把握し、実現局面、統制
局面における任務をそれぞれ指示・調整機能、統制機能として理解する18）。
　ここにおいて、われわれは、前述した目標決定並びに手段決定のうち意思形成のための諸局面にお
ける目標数値計算の機能を、計画設定機能として理解できることになる。計画設定機能は計画設定問
題の数量化と計算化にあり、それは企業目標の設定とそれにたいする適切な手段投入の決定のために
役立つ19）。
　さて、計画設定過程において、企業目標に最も照応した代替案が選択された。その代替案は、意思
形成過程に続く意思貫徹過程において具体化される。
　企業組織は階層構造的に形成されており、それが統一的に企業目標を追求するためには、組織の各
部分が合理的に調整され、方向づけがなされねばならない。組織の中間管理責任単位や下位管理責任
単位には、自らの意思決定を方向づけることのできる適切な下位目標が指示されなければならない
し、企業目標に照応したかちで企業組織が緊密に結びつけられ調整されなければならない。個々の任
務担当者に方向づけ手段が指示情報のかたちで伝達されねばならない20）。そこに目標数値計算の実現
局面における意義が見いだされる。つまり、指示・調整機能を有しているのである。
　指示・調整機能は目標数値の階層構造的体系を必要とする。その体系の中で、目標数値は、経営者
にとっては目標指示、上位目標のための下位基準としての機能を果たし、下位の者にとっては数量的
規範を意味することになる。そのために、各管理段階に照応して、目標が階層構造的に示されねばな
らないのである。その場合、下位目標の達成は上位目標達成のための前提である。そうした目標数値
の階層構造的形成のためには、二つのことが要求される21）。まず第一に、目標数値が、部分最適化
（die　Suboptimierung）の基準として、上位目標にたいして真の手段目的関係になければならない
ということである。第二には、目標数値の内容が任務担当者にとって操作的な行動目標でなければな
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らず、行動にたいする正しい判断を可能とするものでなければならないということである。それはそ
れぞれの組織単位の意思決定と実施によって影響を与えることのできる値だけを含むことを必要とす
る。
　実施任務が遂行されると統制情報（die　Kontrollinformation）が獲得され・計画値と統制値の比
較がなされる。それによって差異が顕在化し、その差異が許容限度を超過する場合には、欲求水準の
変化や手段決定の変更をもたらし22）、新たな適合処置がとられることになる。ここに意思決定過程の
循還的ループができあがる。
　ハイネソは、こうした目標数値の機能を把握する理論的枠組みとして、企業のサイパネティックス
モデルを使用する。そこにおいては、企業は自動制御されるフィードパックシステムとみなされ、統
制は適応的意思決定をもたらす予定一実績比較を契機として行われる。そして、数量的概念としての
目標数値は、前述した内容を要約的に繰り近すことになるが、計画設定情報としては指導値（FUh「－
ungsgr6Be）の決定と意思決定領域のモデル上の把握、指示・調整情報としては調整値（Stellgr6Be）
の決定、統制情報としては実際値（Regelgr6Be）の明確化において、問題となるのである23）。
　ハイネソは、下位分権された組織に照応させたかたちでサイパネティックスモデルを次のように階
層構造的に示して、目標数値の機能を明らかにしようとしている24）。
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4．企業目標と管理会計
　以上において、企業目標の基軸的地位を占めるものが満足利益の追求であり、そしてこうした企業
目標を指向したあるいは企業目標に規定された意思決定にたいする目標数値計算の貢献が、ハイネソ
においてはどのように構想されているかが示された。本節では、ハイネソのいう目標数値計算に関連
させて、企業目標と管理会計の結びつきを考えていくことにしよう。
　ハイネソは、目標システムを目標数値によって描出する三つの前提すなわち数量化可能性、部分最
適化、操作性を検討して、それらが得られない場合には目標数値計算の可能性が限定されると述べて
いる1）。そのことの論拠は、各管理段階における目標が目標数値によって明らかにされないかぎり、
具体的かつ有効な意思決定基準が示されないということに求められる。
　第一の問題点は、企業目標の数量化可能性である。すでに述べたように、企業目標のなかには、数
量化可能なものばかりでなく、本来的には数量化できない目標も存在している。効用関数は、そうし
た諸目標を統一的にしかも観念的に扱うためには、有効なものであった。そこにおいては、満足利益
の追求が基軸とされており、諸目標が包括されて表現された。
　もっとも、満足利益の追求が満足効用の追求の中でどのような地位を占めるかということ自体は、
それが企業目標の一つであるかぎり、問題ではないのかもしれない。シュナィダーは次のように述べ
ている。　「企業計算特に年次決算は貨幣計算である。企業計算は企業の収支の流れを測定する2）」の
であるから、　「財務的目標値が主目標であるか副次的条件であるかに関係なく、それが目標の束に入
るや否や、それは企業計算において算定されねばならない3）」と。また、管理会計と利益目標との結
びつきに関連して、津曲直躬教授の、管理会計技法は企業会計の一形態として企業会計の技術的特徴
をみずからに貫徹しているという指摘にも注目しなければならない。津曲直躬教授は、測定システム
としての企業会計の基本的な技術的特徴は、　「貨幣的利益の確定というみずからに内在化された目的
のもとで、企業の経済活動を対象とする、勘定網による二元的・貨幣的数値変換と資本利益計算への
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期聞統合（傍点一森）4》」にあるとしている。
　では、ハイネソは、企業目標の数量化可能性の限界について、どのように考えているのだろうか。
すでに述ぺたように、ハイネソは、目標数値計算を情報用具として理解し、実際の及び潜在的な経営
事象を圧縮されたかたちで数量的に把握し、個々の任務担当者に伝達することをその任務と考えてい
る。勿論、そのことは、当該任務担当者の目標すなわち共通目標としての企業目標が個々の任務担当
者に操作可能なように示された目標に照応したかたちで、情報提供がなされることを必要とする。し
たがって、中間目標や下位目標として具体的操作性を与えられるためには、企業目標それ自体が数量
化可能性を有しているぽかりでなく、企業目標を構成するものが数量的に表現されねばならない6目
標システムが目標数値によって描出されることが必要なのである。それによって目標数値が有効な意
思決定基準となりうる。ハイネソは数量化可能性について次のように述べている。「目標構成要素の
内容的、時間的及び外延的次元が基数あるいは比例数で表現可能であるかぎりにおいてのみ、企業の
目標システムは目標数値システムの形態で表現できる。勿論、本来的には数量化不可能な目標観念を
事情によっては代用基準によって数字的に描出することがでぎるが、しかしながら、それは真の実態
を限定的にしか描出しない5）」と。
　ここにおいて、われわれは、企業目標、数量化可能性（より限定して述べるならば貨幣的表現可能
性）、管理会計の間の関係について、次のように述べることができるだろう。管理会計は、満足利益
の追求という目標との結びつきの中に、自らの地位を支える基盤を見いだす。満足利益の追求が一連
の企業目標の一つであるにしても、それがその中でどのような地位を占めるのかということ自体は、
管理会計論の問題ではない。しかし、利益目標と結びついて成立している管理会計の重要性は、利益
目標が企業目標全体の中でどのような地位を占めるかということに依存しているのである。ハイネソ
は、一般的上位目標が展開されないことを階層的サイバネティックスモデルの限界と考えている6）が、
会計を考察対象とするかぎり、そのことの責任は他に帰せられるべきものであって、満足利益の追求
については有効な枠組みと考えられる。
　第二の問題点は、部分最適化である。企業目標は各管理段階に応じて現実性、具体性が与えられね
ばならない。しかし、上位目標が中間目標、下位目標へと具体化される際に、ある条件が必要であ
る。それについてハイネソは、　「目標数値は、上位目標の個々の構成要素を表現し、上位目標、中間
目標、下位目標の間に何らの矛盾した関係も存在しない時にのみ、有意義な意思決定基準である7）」
と述べている。これが部分最適化問題である。下位目標の達成は、上位目標の達成の前提である。ハ
イネソは部分最適化の原理を次図のように示す8）。
　この部分最適化は現実には達成困難な場合が少なくない。経営規模の拡大につれて、水平的、垂直
的に組織構造が複雑化し、必要とされる情報も増大する。個別の具体的目標の間においても、あるい
は共通目標である企業目標とそれらの間においても、競合する可能性が一層生じるようになる。各管
理段階において、組織参加者は、上位目標を指向した行動ばかりでなく、許容範囲内で自己の目標観
念を部分的に実現しようとすることもある。さらには、ある代替案が種々の目標に与える結果を、実
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現される行動にたいして同時に明確に分離することは不可能であり、予測することもできない9）。
　第三の問題点は行動目標の操作性である。ハイネソは次のように述べている10）。上位目標は、経営
者から出発して作業段階の個別的行動規定にまで、具体化の増大がなされる。操作性は明瞭性と測定
可能性により満たされる。目標数値は個人の行動の方向づけ手段でなければならない。さらに、目標
数値は、原理的には、責任ある組織参加者によって影響を与えることのできる値だけを含むことを必
要とする。
　部分最適化と操作可能性の問題は、目標数値の階層構造的形成のために必要な前提である。その点
については前節で示された。
　そうした問題の解決は、各管理段階に応じて、上位目標と一貫した関係でしかも具体的に目標が与
えられることを意味する。その場合には、目標数値計算ないしは管理会計が意思決定のための有効な
情報提供手段であることの保証がなされる。企業目標の基軸的地位にある満足利益の追求と管理会計
が結びついていることがその理由である。
　しかしながら、われわれは、逆に管理会計がそうした問題の解決に積極的に貢献できることを認識
すぺきである。部分最適化に関連して示すならば、ホーソグレソは、「管理会計システムと技術は組
織の全般的目的と調和のとれた行動をとるよう管理者を助けるものでなくてはならない11｝」と述べ、
津曲直躬教授は次のように指摘しているのである。「共通目標と個別目標との対立、または、個別目
標相互間の不均衡は、原理的には、共通目標を基軸にして調整されねばならない。利益目標を反映す
る管理会計情報は、そのための調整機能を遂行するであろう12）」と。また操作性については、「共通目
標としての上記（貨幣的利益または貨幣資本効率）の満足化目標は、特定の計数的手段を媒介にして、
はじめて、経営管理活動にたいする操作可能性をもつことになる13）」と述べ、操作性問題の解決にた
いする管理会計の役立ちを明らかにされている。
　したがって、ハイネソは部分最適化と操作性の問題によって目標数値計算の可能性が限定されると
しているが、われわれの管理会計にはそうした問題を解決する手段としての役割が期待できる。ここ
に、われわれは、企業目標との関連において、管理会計の意義を再認識することになるのである。
　最後に、本稿における議論には重大な限定条件が付されねばならないということを、付言しておこ
う。それは、本稿における議論が現在の管理会計を前提としてなされているということである。意思
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決定にたいする情報提供という任務に関しても、それについての議論は、現在の管理会計がどのよう
にして意思決定に貢献しているかをめぐっての解釈的議論であった。意思決定がどのような種類の情
報を要求し、それにたいして管理会計はどのように応じるべきか、あるいはどのようにしか応じられ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　のないかということに関する精密なしかも展望的な議論ではなかった。それはまたハイネソ自身の議論
にも欠除していると思われるのである。
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